
議案第31号 

   令和５年度野田村公共下水道事業特別会計予算 

 令和５年度野田村の公共下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ305,262千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」

による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことが

できる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２

表地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

90,000千円と定める。 

  令和５年３月２日提出 

野田村長 小 田 祐 士 

 



第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項

歳 入

金      額

（単位：千円）

分 担 金 及 び 負 担 金1 3,543

1 分 担 金 3,509

2 負 担 金 34

使 用 料 及 び 手 数 料2 34,523

1 使 用 料 34,522

2 手 数 料 1

国 庫 支 出 金3 56,000

1 国 庫 補 助 金 56,000

財 産 収 入4 2

1 財 産 運 用 収 入 2

繰 入 金5 139,112

1 他 会 計 繰 入 金 139,112

繰 越 金6 100

1 繰 越 金 100

諸 収 入7 4,282

1 延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料 1

2 雑 入 4,281

村 債8 67,700

1 村 債 67,700

歳          入          合          計 305,262



款 項

歳 出

金      額

（単位：千円）

公 共 下 水 道 事 業 費1 202,902

1 下 水 道 管 理 費 75,545

2 下 水 道 施 設 整 備 費 127,357

公 債 費2 101,360

1 公 債 費 101,360

予 備 費3 1,000

1 予 備 費 1,000

歳          出          合          計 305,262



 

第 ２ 表 地 方 債 

(単位：千円) 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

公共下水道整備事

業 

56,000 証 書 借 入 又 は

証券発行 

年 5.0％以内 融 資 先 の 融 資 条

件による。ただし、

村 財 政 の 都 合 に よ

り 据 置 期 間 及 び 償

還期間を短縮し、若

し く は 繰 上 償 還 又

は 低 利 に 借 換 す る

ことができる。 

公営企業会計適用

事業 

11,700 同上 同上 同上 

計 67,700 
   

 



 

 

 

予算に関する説明書 

 

 

 

 

 

 
 



比     較

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

歳 入

１　総　括

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 構 成 百 分 比

（単位：千円）

分 担 金 及 び 負 担 金 3,5431 △3,0646,607 1.16

使 用 料 及 び 手 数 料 34,5232 △83435,357 11.31

国 庫 支 出 金 56,0003 6,00050,000 18.35

財 産 収 入 24 02 －

繰 入 金 139,1125 14,109125,003 45.57

繰 越 金 1006 0100 0.03

諸 収 入 4,2827 9803,302 1.40

村 債 67,7008 5,70062,000 22.18

305,262 282,371 22,891歳     入     合     計 100.00



比     較

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

歳 入

１　総　括

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 構 成 百 分 比

（単位：千円）

分 担 金 及 び 負 担 金 3,5431 △3,0646,607 1.16

使 用 料 及 び 手 数 料 34,5232 △83435,357 11.31

国 庫 支 出 金 56,0003 6,00050,000 18.35

財 産 収 入 24 02 －

繰 入 金 139,1125 14,109125,003 45.57

繰 越 金 1006 0100 0.03

諸 収 入 4,2827 9803,302 1.40

村 債 67,7008 5,70062,000 22.18

305,262 282,371 22,891歳     入     合     計 100.00



地 方 債国県支出金

歳 出

款 本年度予算額 前年度予算額 構成百分比

（単位：千円）

比 較

そ の 他
一般財源

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

特     定     財     源

公 共 下 水 道 事 業 費 202,9021 13,677189,225 56,000 67,700 41,350 37,852 66.47

公 債 費 101,3602 9,21492,146 101,360 33.20

予 備 費 1,0003 01,000 1,000 0.33

歳     出     合     計 305,262 282,371 22,891 56,000 139,21242,35067,700 100.00



地 方 債国県支出金

歳 出

款 本年度予算額 前年度予算額 構成百分比

（単位：千円）

比 較

そ の 他
一般財源

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

特     定     財     源

公 共 下 水 道 事 業 費 202,9021 13,677189,225 56,000 67,700 41,350 37,852 66.47

公 債 費 101,3602 9,21492,146 101,360 33.20

予 備 費 1,0003 01,000 1,000 0.33

歳     出     合     計 305,262 282,371 22,891 56,000 139,21242,35067,700 100.00



本 年 度

２　歳　入
1 分担金及び負担金

（単位：千円）

款              項              目 前 年 度 比   較
区   分

節

金   額
説     明

1 分担金及び負担金 3,543 △3,0646,607

1 分担金 3,509 △3,0966,605

下水道事業受益者分担金現年分1 公共下水道事業分担金 3,509 △3,096 1 3,5086,605

下水道事業受益者分担金滞納繰越分2 1

2 負担金 34 322

下水道事業受益者負担金現年分1 公共下水道事業負担金 34 32 1 332

下水道事業受益者負担金滞納繰越分2 1

2 使用料及び手数料 34,523 △83435,357

1 使用料 34,522 △83435,356

下水道使用料現年分1 下水道使用料 34,522 △834 1 34,52135,356

下水道使用料滞納繰越分2 1

2 手数料 1 01

督促手数料督促手数料1 手数料 1 0 1 11

3 国庫支出金 56,000 6,00050,000

1 国庫補助金 56,000 6,00050,000

社会資本整備総合交付金社会資本整備総合1 社会資本整備総合交付金 47,500 △2,500 1 47,50050,000

交付金

防災・安全社会資本整備交付金防災・安全社会資2 防災・安全社会資本整備交付金 8,500 8,500 1 8,5000

本整備交付金

4 財産収入 2 02

1 財産運用収入 2 02

公共下水道事業特別会計基金利子利子及び配当金1 利子及び配当金 2 0 1 22

5 繰入金 139,112 14,109125,003

1 他会計繰入金 139,112 14,109125,003

一般会計繰入金一般会計繰入金1 一般会計繰入金 139,112 14,109 1 139,112125,003



本 年 度

２　歳　入
1 分担金及び負担金

（単位：千円）

款              項              目 前 年 度 比   較
区   分

節

金   額
説     明

1 分担金及び負担金 3,543 △3,0646,607

1 分担金 3,509 △3,0966,605

下水道事業受益者分担金現年分1 公共下水道事業分担金 3,509 △3,096 1 3,5086,605

下水道事業受益者分担金滞納繰越分2 1

2 負担金 34 322

下水道事業受益者負担金現年分1 公共下水道事業負担金 34 32 1 332

下水道事業受益者負担金滞納繰越分2 1

2 使用料及び手数料 34,523 △83435,357

1 使用料 34,522 △83435,356

下水道使用料現年分1 下水道使用料 34,522 △834 1 34,52135,356

下水道使用料滞納繰越分2 1

2 手数料 1 01

督促手数料督促手数料1 手数料 1 0 1 11

3 国庫支出金 56,000 6,00050,000

1 国庫補助金 56,000 6,00050,000

社会資本整備総合交付金社会資本整備総合1 社会資本整備総合交付金 47,500 △2,500 1 47,50050,000

交付金

防災・安全社会資本整備交付金防災・安全社会資2 防災・安全社会資本整備交付金 8,500 8,500 1 8,5000

本整備交付金

4 財産収入 2 02

1 財産運用収入 2 02

公共下水道事業特別会計基金利子利子及び配当金1 利子及び配当金 2 0 1 22

5 繰入金 139,112 14,109125,003

1 他会計繰入金 139,112 14,109125,003

一般会計繰入金一般会計繰入金1 一般会計繰入金 139,112 14,109 1 139,112125,003



本 年 度

6 繰越金

（単位：千円）

款              項              目 前 年 度 比   較
区   分

節

金   額
説     明

6 繰越金 100 0100

1 繰越金 100 0100

前年度繰越金繰越金1 繰越金 100 0 1 100100

7 諸収入 4,282 9803,302

1 延滞金、加算金及び過料 1 01

延滞金延滞金1 延滞金 1 0 1 11

2 雑入 4,281 9803,301

消費税及び地方消費税還付金消費税及び地方消1 消費税及び地方消費税還付金 1 0 1 11

費税還付金

米田地区汚水処理経費負担金雑入2 雑入 4,280 980 1 4,2803,300

8 村債 67,700 5,70062,000

1 村債 67,700 5,70062,000

公共下水道整備事業債（下水道事業債） 56,000公共下水道事業債1 下水道事業債 67,700 5,700 1 67,70062,000

公営企業会計適用事業債（下水道事業債） 11,700



本 年 度

6 繰越金

（単位：千円）

款              項              目 前 年 度 比   較
区   分

節

金   額
説     明

6 繰越金 100 0100

1 繰越金 100 0100

前年度繰越金繰越金1 繰越金 100 0 1 100100

7 諸収入 4,282 9803,302

1 延滞金、加算金及び過料 1 01

延滞金延滞金1 延滞金 1 0 1 11

2 雑入 4,281 9803,301

消費税及び地方消費税還付金消費税及び地方消1 消費税及び地方消費税還付金 1 0 1 11

費税還付金

米田地区汚水処理経費負担金雑入2 雑入 4,280 980 1 4,2803,300

8 村債 67,700 5,70062,000

1 村債 67,700 5,70062,000

公共下水道整備事業債（下水道事業債） 56,000公共下水道事業債1 下水道事業債 67,700 5,700 1 67,70062,000

公営企業会計適用事業債（下水道事業債） 11,700



３　歳　出
1 公共下水道事業費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
本 年 度 前 年 度 比    較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

1 公共下水道 202,902 189,225 13,677 56,000 67,700 41,350 37,852

事業費

1 下水道管理 75,545 77,868 △2,323 11,700 41,350 22,495

費

〇一般職給与費　２人分1 一般管理費 27,646 27,531 115 11,700 790 15,156 2給 料 6,607 12,431

〇一般管理費 12,574

　一括報奨金3職 員 手 当 等 4,000 55

　公営企業会計移行支援業務委託 9,991

　公営企業会計システム構築業務委託4共 済 費 1,824 1,913

　下水道料金システム使用料 165

　その他経費7報 償 費 55 450

〇負担金 141

　日本下水道協会等負担金8旅 費 58 111

　諸会議負担金 9

　市町村職員健康福利機構負担金10需 用 費 234 21

〇消費税及び地方消費税 2,500

11役 務 費 148

12委 託 料 11,904

13使 用 料 及 び 165

賃 借 料

18負担金､補助 141

及 び 交 付 金

24積 立 金 3

26公 課 費 2,507

〇下水道管理費2 施設管理費 47,899 50,337 △2,438 40,560 7,339 1報 酬 67 47,899

　光熱水費 8,026

　産業廃棄物処理業務委託10需 用 費 10,683 21,600

　終末処理場管理業務委託 10,310

　その他経費11役 務 費 976 7,963

12委 託 料 33,039

13使 用 料 及 び 134

賃 借 料

14工 事 請 負 費 3,000

2 下水道施設 127,357 111,357 16,000 56,000 56,000 15,357

整備費

〇公共下水道事業費1 下水道施設 127,357 111,357 16,000 56,000 56,000 15,357 8旅 費 45 127,357

　公共下水道管渠施設工事資料作成業務委託 5,000整備費

　野田浄化センター非常用電源設備整備実施設計業務委託10需 用 費 312 20,000



３　歳　出
1 公共下水道事業費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
本 年 度 前 年 度 比    較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

1 公共下水道 202,902 189,225 13,677 56,000 67,700 41,350 37,852

事業費

1 下水道管理 75,545 77,868 △2,323 11,700 41,350 22,495

費

〇一般職給与費　２人分1 一般管理費 27,646 27,531 115 11,700 790 15,156 2給 料 6,607 12,431

〇一般管理費 12,574

　一括報奨金3職 員 手 当 等 4,000 55

　公営企業会計移行支援業務委託 9,991

　公営企業会計システム構築業務委託4共 済 費 1,824 1,913

　下水道料金システム使用料 165

　その他経費7報 償 費 55 450

〇負担金 141

　日本下水道協会等負担金8旅 費 58 111

　諸会議負担金 9

　市町村職員健康福利機構負担金10需 用 費 234 21

〇消費税及び地方消費税 2,500

11役 務 費 148

12委 託 料 11,904

13使 用 料 及 び 165

賃 借 料

18負担金､補助 141

及 び 交 付 金

24積 立 金 3

26公 課 費 2,507

〇下水道管理費2 施設管理費 47,899 50,337 △2,438 40,560 7,339 1報 酬 67 47,899

　光熱水費 8,026

　産業廃棄物処理業務委託10需 用 費 10,683 21,600

　終末処理場管理業務委託 10,310

　その他経費11役 務 費 976 7,963

12委 託 料 33,039

13使 用 料 及 び 134

賃 借 料

14工 事 請 負 費 3,000

2 下水道施設 127,357 111,357 16,000 56,000 56,000 15,357

整備費

〇公共下水道事業費1 下水道施設 127,357 111,357 16,000 56,000 56,000 15,357 8旅 費 45 127,357

　公共下水道管渠施設工事資料作成業務委託 5,000整備費

　野田浄化センター非常用電源設備整備実施設計業務委託10需 用 費 312 20,000



1 公共下水道事業費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
本 年 度 前 年 度 比    較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

　公共下水道事業基本計画変更設計業務委託12委 託 料 40,000 15,000

　公共下水道管渠施設工事 87,000

　その他経費14工 事 請 負 費 87,000 357

2 公債費 101,360 92,146 9,214 101,360

1 公債費 101,360 92,146 9,214 101,360

〇償還金1 元金 84,279 74,468 9,811 84,279 22償還金､利子 84,279

及 び 割 引 料

〇償還金2 利子 17,081 17,678 △597 17,081 22償還金､利子 17,081

及 び 割 引 料

3 予備費 1,000 1,000 0 1,000

1 予備費 1,000 1,000 0 1,000

1 予備費 1,000 1,000 0 1,000



1 公共下水道事業費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
本 年 度 前 年 度 比    較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

　公共下水道事業基本計画変更設計業務委託12委 託 料 40,000 15,000

　公共下水道管渠施設工事 87,000

　その他経費14工 事 請 負 費 87,000 357

2 公債費 101,360 92,146 9,214 101,360

1 公債費 101,360 92,146 9,214 101,360

〇償還金1 元金 84,279 74,468 9,811 84,279 22償還金､利子 84,279

及 び 割 引 料

〇償還金2 利子 17,081 17,678 △597 17,081 22償還金､利子 17,081

及 び 割 引 料

3 予備費 1,000 1,000 0 1,000

1 予備費 1,000 1,000 0 1,000

1 予備費 1,000 1,000 0 1,000



１　一般職

　⑴　総　括

報　酬 給　料 職員手当 計

(2)

4

(2)

4

0

本年度 1,386 1,103 88 218 81

前年度 1,362 1,029 88 134 81

比　較 0 24 74 0 84 0 0

本年度 1,124

前年度 1,104

比　較 0 20

備考　（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの。

職員手当
の 内 訳

宿日直手当 児童手当
特殊勤務
手　　当

寒冷地手当

区分 合　計

区　分 扶養手当

職員数
(人)

区　分
管理職員特
別勤務手当

期末手当

(単位：千円)

備　考

管理職手当

住居手当

勤勉手当

退職手当
負 担 金

通勤手当
時 間 外
勤務手当

給　　　与　　　費
共済費

10,674 1,824

10,353 1,763

本年度

前年度

比　較

67 6,607 4,000

65 6,490 3,798

12,498

12,116

2 117 202 321 61 382

給 与 費 明 細 書



　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

本年度 2 6,607 4,000 10,607 1,824 12,431

前年度 2 6,490 3,798 10,288 1,763 12,051

比　較 0 117 202 319 61 380

本年度 1,386 1,103 88 218 81

前年度 1,362 1,029 88 134 81

比　較 0 24 74 0 84 0 0

本年度 1,124

前年度 1,104

比　較 0 0 0 0 0 20 0

　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(2)

2

(2)

2

(0)

0

本年度

前年度

比　較 0 0 0 0

本年度

前年度

比　較 0 0 0 0 0 0

備考　（　）内は、一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの

  通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしたもの。

備　考

扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

(単位：千円)

通勤手当

児童手当

区分
職員数
(人)

給　　　与　　　費
共済費 合　計

時 間 外
勤務手当

管理職手当区　分

(単位：千円)

区分
職員数
(人)

給　　　与　　　費
共済費 合　計 備　考

職員手当
の 内 訳

区　分

67 0 67

退職手当
負 担 金

管理職員特
別勤務手当

特殊勤務
手　　当

住居手当 宿日直手当

67

65

2

前年度 65 0 65

本年度

寒冷地手当

2 0 0 2 0比　較

通勤手当

区　分
管理職員特
別勤務手当

特殊勤務
手　　当

住居手当 宿日直手当

職員手当
の 内 訳

区　分
時 間 外
勤務手当

管理職手当扶養手当 期末手当 勤勉手当

児童手当
退職手当
負 担 金

退職手当
特別負担金



⑵　報酬・給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額 備　考

給与改定の状況

　給料の改定率 0.29 ％

　給与改定実施時期 令和５年４月

％

（号給数） (職員数)

１号給

２号給 1

３号給

４号給 1

５号給以上

職員数の異動状況

本年度 4 人

前年度 4 人

増　減 0 人

職員手当 202

制度改正に
伴う増減分

0

その他の増
減分

202 期末手当、勤勉手当、時間外勤務手当等

　 平均昇給率

   昇給号給数別職員数

その他の増
減分

9

（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

報　　酬
給　　料

119

給与改定に
伴う増減分

2

昇給に伴う
増加分

108



　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　分 増減額 備　考

給与改定の状況

　給料の改定率 ％

　給与改定実施時期

％

（号給数） (職員数)

１号給

２号給 1

３号給

４号給 1

５号給以上

職員数の異動状況

本年度 2 人

前年度 2 人

増　減 0 人

　イ　会計年度任用職員

区　　分 増減額 備　考

給与改定の状況

　給料の改定率 0.29 ％

　給与改定実施時期 令和５年４月

％

（号給数） (職員数)

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給以上

職員数の異動状況

本年度 2 人

前年度 2 人

増　減 0 人

職員手当 0

制度改正に
伴う増減分

その他の増
減分

　 平均昇給率

   昇給号給数別職員数

その他の増
減分

(現に在職する職員数)

(単位：千円)

増減事由別内訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

報　　酬
給　　料

2

給与改定に
伴う増減分

2

昇給に伴う
増加分

職員手当 202

制度改正に
伴う増減分

0

その他の増
減分

202 期末手当、勤勉手当、時間外勤務手当等

　 平均昇給率

   昇給号給数別職員数

その他の増
減分

9

(現に在職する職員数)

（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

給　　料 117

給与改定に
伴う増減分

昇給に伴う
増加分

108



⑶　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

　イ　初任給 (単位：円)

　ウ　級別職員数
行　　政　　職

級

100.0

50.0

構成比

50.0

職員数

1

行政職俸給(一)

150,600

182,200

６　級

2

1

1

計

計

(単位：円、歳)

(単位：人、％)

行　政　職

行　政　職

区　　　　　　　　　　　　分

平均給料月額

国　　の　　制　　度

区　　　　　分

１　級

50.0

令和４年１月１日現在

令和５年１月１日現在

３　級

266,400

292,132

46.5

６　級

2

２　級

３　級

50.0

４　級

５　級

100.0

平均給与月額

４　級

５　級

平均給料月額

平 均 年 齢

区　　　分

高　校　卒

令和４年１月１日現在

１　級

２　級

平均給与月額

1

大　学　卒

151,900

173,200

274,450

287,486令和５年１月１日現在

平 均 年 齢 47.5



(級別の標準的な職務内容)

 エ　昇給

代　　表　　的　　な　　職　　種

行　政　職

1

2

主幹、保健師
長、助産師
長、看護師長

2

(単位：人、％)

合　　計

本
　
　
　
年
　
　
　
度

2

1

2

100.0比　　　率　　　　(Ｂ)／(Ａ)

労　務　職
自動車運転
手、調理師、
用務員

困難な業務を
行う自動車運
転手、調理
師、用務員

高度の技能又
は経験を必要
とする自動車
運転手、調理
師、用務員

区　　　分 １　級 ２　級 ３　級

課長、室長、
事務局長、教
育次長、主幹

高度の知識又は
経験を必要とす
る課長、室長、
事務局長、教育
次長、主幹

特に高度の知識
又は経験を必要
とする課長、室
長、事務局長、
教育次長

４　級

総括主査、主
任主査、主査

前
　
　
年
　
　
度

 職　　員　　数   　　(Ａ) 2

2

２号給

行　政　職

主任保健師、
主任助産師、
主任看護師

区　　　　　　　　　分

 職　　員　　数   　　(Ａ)

５　級

医　療　職 准看護師
保健師、助産
師、看護師

2 昇給に係る職員数     (Ｂ)

６　級

主事、技師

高度の知識又
は経験を必要
とする主事、
技師

 昇給号給数別内訳

比　　　率　　　　(Ｂ)／(Ａ) 100.0

 昇給に係る職員数     (Ｂ)

100.0

 昇給号給数別内訳
２号給 1

４号給 1 1

６号給 1 1

2

100.0

1



　オ　期末手当・勤勉手当 (単位：月分)

　カ　定年退職及び勧奨に係る退職手当 (単位：月分)

　キ　地域手当

（％）

（人）

（％）

　ク　特殊勤務手当

　ケ　その他の手当

22km未満

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率
( 令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在 )

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

(単位：％)

定年前早期退職特例措
置（２～45％加算）

定年前早期退職特例措
置（１～45％加算）

代　　表　　的　　な　　職　　種
行　政　職 労　務　職 医　療　職

支給率等 24.586875 33.27075

2.200

６　月 12　月

前　　年　　度

国　の　制　度

2.150 2.150

2.200 2.200

区　　　分 20年勤続の者25年勤続の者35年勤続の者

支給期別支給率

本　　年　　度

区　　　　分 支給率計

2.200

備考
職務上の段階、
職務の等級によ
る加算措置

最 高 限 度 備考
その他の

加算措置等

4.40 有

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

47.709

有

有

4.30

差　　異　　の　　内　　容区　　　　　　　分 国の制度との差異

地　　　　 　域

支　　給　　率

支給対象職員数

国の指定基準に
基づく支給率

区　　　　　　　　分 全　職　種

扶　　養　　手　　当

住　　居　　手　　当

同

同

6km以上

6,900

16km以上18km以上

4,600 5,700

8km以上

20km以上

10km以上
8km未満

8,100 9,200

14km未満

2km以上
4km未満

12km以上
20km未満

10km未満12km未満

10,400 11,500 12,600

(単位：円)

18km未満16km未満

4.40

47.709

14km以上

野田村

6km未満
4km以上

2,100 3,400

通　　勤　　手　　当 異

22km以上24km以上26km以上28km以上

13,700 14,800 15,800 16,900

40km以上

30km以上
24km未満26km未満28km未満30km未満32km未満

18,800 19,700 20,700 21,700 23,700

17,900

32km以上34km以上36km以上38km以上

50km未満55km未満60km未満65km未満

34km未満36km未満38km未満40km未満45km未満

26,400 29,200 32,000 34,800 37,600

45km以上50km以上55km以上60km以上65km以上



１　公営企業会
　　計適用事業

27,691 令和４年度 11,889 令和５年度 11,904 11,700 204

計 11,889 11,904 11,700 0 204

一般財源
期　　　間 金　額 期　　　間 金　額

国　県
支出金

地方債 その他

(単位：千円)

事　項 限度額

前年度までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額 特定財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書



(単位：千円)

１　普　通　債 1,643,318 1,625,851 67,700 82,244 1,611,307

　⑴　公共下水道事
　　　業債

1,466,618 1,449,151 67,700 79,889 1,436,962

　⑵　過疎対策事業
　　　債

176,700 176,700 2,355 174,345

２　災害復旧費 16,300 16,300 2,035 14,265

　⑴　公共下水道施
　　　設

16,300 16,300 2,035 14,265

合　　　　　計 1,659,618 1,642,151 67,700 84,279 1,625,572

区　　　　　分

地方債の前前年度末現在における現在高並びに前年度末及び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

前 前 年 度 末
現 在 高

前年度末現在
高 見 込 額 当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当該年度中元金
償 還 見 込 額

当 該 年 度 末
現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込


